
市第 137号議案 横浜市下水道条例の一部改正 

 

１ 改正の目的 

下水道使用料の未徴収等の不適切事務について、庁内に再発防止検討委員会

が設置され、昨年 12月に報告書がまとめられました。 

この中で、未徴収の原因のひとつとして、横浜市下水道条例で提出が義務付

けられた各種届出書等の不提出があり、提出義務者への周知不足、指定工事店

への説明事項の徹底不足がその原因とされています。 

そこで、「排水設備の新設等の工事を行う指定工事店への工事申込者に対す

る説明義務の付加」、「違反した指定工事店や無届で下水道を使用した者への罰

則の強化」など、再発防止のための条例改正を行います。 

 

２ 改正概要 

（１）指定工事店の義務の明確化 

指定工事店に対し、次の義務を規定します。 

ア 排水設備工事、下水道使用に必要な届出などの手続き及び届出などを 

怠った場合の罰則について、工事申込者に説明しなければならないこと 

イ 工事申込者に説明を行った旨を本市に報告しなければならないこと 

ウ 排水設備工事の計画の確認を受けた工事でなければ着手してはならな 

いこと 

（２）過料の対象の追加 

次のいずれかに該当する者を過料の対象に追加します。 

ア 工事申込者への説明を行わなかったなど、上記(1)の規定に違反した指定 

工事店 

イ 説明を受けたにもかかわらず、排水設備工事の完了の届出を行わなかっ 

た者 

ウ 説明を受けたにもかかわらず、下水道の使用開始等の届出を行わなかっ 

た者 

※排水設備工事の確認申請を行わなかった者は現行条例でも過料対象 

（３）過料の上限額の変更 

現在「10,000 円以下」となっている過料を、国土交通省が定める「標準 

下水道条例」や他の政令指定都市の事例を参考に、「50,000 円以下」に改 

めます。 

 

３ 施行期日 

平成 29年４月１日 

温暖化対策・環境創造・ 

資 源 循 環 委 員 会 

平成 29 年 2 月 15 日 

環境創造局説明資料 
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